


沿岸海域における生物生産性の低下により、水産資源の資源水準は依然として低位にあると考えられ、

漁場造成と種苗放流を中心とした資源管理型漁業の推進により水産資源の安定を図り、漁獲の安定に

努める必要があります。









近年、鳥獣被害による耕作意欲の低下などの要因も重なり、農地・農業環境の悪い谷地田を中心に、

環境改善が必要な未整備地域（箇所）が依然として存在しています。また、過去に整備したほ場整備

農地の整備規模も小規模にとどまっている状況であるため、今後、農道・集落排水などの基盤施設の

整備を推進し、生産条件・集落環境の向上を図るとともに、整備後の維持管理を行う必要があります。



野生動物の生息環境の変化や、人里に慣れるといった状況により、有害鳥獣の生活（生産）圏への頻

繁な出没や被害の広域化が進んでいます。有害鳥獣駆除制度による駆除数も増加していますが、制度

による駆除だけでは被害の防止に限界が生じています。そのため、地域での鳥獣被害対策のための勉

強会や現地研修会等を通して、市民が被害防止に対する共通の意識を持ち、地域が一体になって対策

に取り組むなど、鳥獣被害に強い地域づくりを推進していく必要があります。









起業する人に対しては、商工会等と連携し、新規開

業の基礎知識や資金調達の方法など、会社設立の基

礎から実務に至るまでの創業に必要な実践能力の習

得を支援します。





商店街活性化研修会を引き続き開催し、商工会との

連携により空き店舗の情報を提供することで、チャ

レンジショップ等への活用を推進します。









観光協会の案内業務の強化、観光ガイドの育成、観

光情報発信の充実、案内看板の整備、ウェブサイト

の活用による案内機能の充実を図ります。





市内各地区には、地域の特性をいかした特徴ある観光資源・観光施設が形成されています。本市とし

て一体的な観光振興に向けては、地域資源の特性を十分に見極め、拠点の整備と連携を図ることが必

要となっています。また、今後、増加することが予想される外国人観光客に対応した案内標示や各種

インフォメーションの充実も求められています。









朝市での販売や旅館・飲食店・学校給食などでの地

元産物の使用を推進することにより地産地消を進め

ます。



イベントにより地元産品を売り出すなど、地元産品をＰＲしましょう。




